2008年度「労働法」（水町）

第18回　休暇（text260-268）
１　日本の休暇・休業制度
　　○法定の休暇・休業
　　○日本の年休制度の特徴
２　年休の権利の構造
　　○形成権説

　　○請求権説

　　○二分説

　　　＃58
３　年休権の発生

　　○年休権の発生要件（39条1項）

　　○年休の日数（39条1項・2項）

　　○所定労働日数が少ない労働者について（39条3項、労基則24条の3）

　　○年休の付与単位：「暦日」

　　　←労基法改正案

４　年休の時期の特定
4.1　時季指定権の行使
　　○時季指定権の法的性質
　　○時季変更権の行使
　　　＊どのような場合に「事業の正常な運営を妨げる場合」にあたるといえるか？
　　　　＃60
　　　　＃61

4.2　計画年休
　　○労使協定による年休の計画的付与

　　　＊反対する労働者にも年休日特定の効果が発生するか？

　　　　＃62

５　年休の自由利用

　　○年休自由利用原則
　　　＃58

　　　＊所属事業場の業務運営を阻害する目的で年休を取得することはできるか？

　　　　＃58、＃59

６　年休取得に対する不利益取扱い

　　○労基法附則136条

　　○法が年休権を保障した趣旨（→公序良俗）

　　　＃63

７　年休権の消滅
　　○未消化年休の消滅（労基法115条）
探究　日本の労働者に休暇を取得させることは必要なのか？　休むより働くことが好きな人たちにもそういえるか？　必要だとすれば、休暇を取得させるための実効的な法政策としてどのようなものが考えられるか？
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